
嘉    麻    市

令和５年９月

第４次嘉麻市行政改革実施計画

実施状況（令和５年３月３１日現在）



【効果額総括】 （単位：千円）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 備考

実施計画効果見
込み

178,326 338,003 413,026 515,578 608,162

各年度末の実績 174,563 201,900

効果見込みと実
績との比較

-3,763 -136,103

実施状況総括表
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実施事項一覧表

No 実施事項 実施課
R4効果
見込額

R4効果
実績額

見込額と
実績額の

差額
ページ

1
計画的な財政
運営

財政課 － － - 4

2
財務４表の活
用

財政課 － - - 5

3

国民健康保険
事業特別会計
の安定的な経
営

市民課 － - - 6

4
介護保険事業
特別会計の安
定的な経営

高齢者介護課 207千円 5,588千円 +5,381千円 7

5
水道事業会計
の安定的な経
営

水道局 5,842千円 1,063千円 -4,779千円 8

6
市税等の徴収
率の向上

税務課

5,289千円
494千円

1,500千円
398千円

13,224千円
1,235千円

-8,251千円
5,178千円

+3,705千円 9

7
住宅使用料の
徴収率の向上

住宅課 1,261千円 -3,108千円 -4,369千円 10

8
ふるさと納税の
推進

総合政策課 101,250千円 96,254千円 -4,996千円 11

9
公金の効率的
運用

会計課 2,216千円 661千円 -1,555千円 12

10
基金の効率的
運用

財政課 9,628千円 -41,654千円 -51,282千円 13

11
特別職給与の
特例減額（カッ
ト）の実施

人事秘書課 3,100千円 3,128千円 +28千円 14

12
職員数の適正
化

人事秘書課 153,000千円 90,000千円 -63,000千円 15

13
会計年度任用
職員数の適正
化

人事秘書課 4,800千円 0千円 -4,800千円 16

14
RPA等の活用
推進

デジタル戦略
課

人事秘書課
財政課

－ - - 17

15
公共料金明細
サービスの導
入

会計課 3,228千円 3,626千円 +398千円 18

16
学校用務員業
務の民間委託
等

学校教育課 － - - 19

17

各種申請等処
理事務・定型事
務の民間委託
等

人事秘書課
デジタル戦略

課
財政課

－ - - 20

基金を基金運用方針に基づき、安全で確実かつ有利な方法
で効率的に運用する。

厳しい財政状況を踏まえ、引き続き、特別職給与の特例減
額（カット）を実施し、歳出経費を削減する。

第2次職員定員適正化計画に基づき、令和9年度当初にお
いて正規職員数（再任用職員及び任期付職員を除く。）を
350人体制とする。

市で実施する事業のアウトソーシング及びＲＰＡの活用等に
より、会計年度任用職員数の適正化を図る。

ＲＰＡ（ソフトウェアロボットによるパソコン業務の自動化）やＡ
Ｉ－ＯＣＲ（ＡＩを活用した光学文字認識）を利用し、紙からパソ
コンの入力といった定型的な業務を自動化することにより、
事務の軽減を図る。

公共料金明細サービスを利用し、水道料金、電気料金、電
話（通信）料金のうち、恒常的に使用するものについて、納
付書払から口座振替払とすることにより、事務の軽減を図
る。

人材派遣の活用等により職員・経費を削減するとともに、学
校用務員業務の効率化を図る。

毎年計画的に業務分析を行い、各種申請窓口及び入力事
務等繰り返し定型的な事務のうち、委託可能な事務につい
て民間委託を積極的に推進する。

人口減少に伴い給水人口が減少しており、料金収入の増加
を図ることが難しい現状である。よって、効率的な事業運営
を実践するため、有収率の向上を図る。

自主財源と税負担公平性の確保を図るため、市民税、固定資産税及び軽自
動車税について、計画期間内で徴収率0.5ポイントＵＰを目指す。
また、国民健康保険事業の安定的運営及び税負担公平の確保を図るため、
国民健康保険税について、計画期間内で徴収率（現年度分）0.5ポイントＵＰを
目指す。

住宅使用料について、計画期間内で徴収率0.5ポイントＵＰを
目指す。

返礼品の拡充をはじめ、魅力ある制度内容を検討・実施し、
ふるさと納税者の拡大を図る。

歳計現金のうち、余裕資金の一部について債券運用を行
い、運用益の増と定期預金の預入に係る事務の効率化を図
る。

実施内容【全体目標】（概要）
（期間：R3～Ｒ7）

安定した財政運営に資するため、財政の中期見通しを作成し、計画的
な財源対策等を講じる。また、毎年度の予算編成作業において事業の
重点化等の精査により歳出を削減し、ふるさと納税等の活用により歳
入を確保し、財政の弾力性を確保する。

発生主義・複式簿記による財務書類等を早期に作成、予算
編成や受益者負担の適正化等へ活用する。

医療費の抑制・適正化を目指し、第２期データヘルス計画により明らか
となった糖尿病等の生活習慣病重症化等の健康課題を解決するた
め、医療や介護等について、庁内外と連携、調整をはかりながら、特定
健診の受診率向上や保健指導等を重点的に行っていく。

介護保険事業の安定的運営を図るため、介護給付の適正
化に努めるとともに徴収体制を強化し、徴収率の向上を目
指す。
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実施事項一覧表

No 実施事項 実施課
R4効果
見込額

R4効果
実績額

見込額と
実績額の

差額
ページ

実施内容【全体目標】（概要）
（期間：R3～Ｒ7）

18
学童保育所運
営業務の民間
委託

こども育成課 － - - 21

19
保育所給食調
理業務の民間
委託等

こども育成課 － - - 22

20
地域包括支援
センターの民間
委託

高齢者介護課 － - - 23

21
土木作業業務
の民間委託

土木課 － - - 24

22
学校図書司書
業務の民間委
託等

学校教育課 － - - 25

23
学校給食調理
業務の民間委
託等

学校教育課 － - - 26

24
カホアルペの
指定管理者の
導入

産業振興課 － - - 27

25
図書館・美術館
等の指定管理
者の導入

生涯学習課 － - - 28

26
社会体育施設
の指定管理者
の導入

スポーツ推進
課 － - - 29

27
市有財産の売
却等の推進

管財課 43,390千円 32,516千円 -10,874千円 30

28
公用車数の適
正化

管財課 2,400千円 2,440千円 +40千円 31

29
個別見直し計
画の推進

財政課 － - - 32

30

行政手続のオンラ
イン化（文書のデ
ジタル化、電子決
裁、テレワーク）

デジタル戦略
課

総務課
財政課

人事秘書課

－ - - 33

31
市税・公共料金
等のキャッシュ
レス化

会計課
財政課 － - - 34

32
学校授業のＩＣ
Ｔ等の活用

学校教育課 － - - 35

33
職員の人材育
成・能力開発の
推進

人事秘書課 － - - 36

34
働き方改革の
推進

人事秘書課 － - - 37

338,003千円 201,900千円 -136,103千円

長時間時間外勤務労働の是正のため、多様で柔軟な働き
方（テレワーク、時差出勤、フリーアドレス勤務等）を導入し、
職員の心と身体の健康を保持増進し、業務能率の向上を図
る。

合　　　　　　計

市内7カ所にある学童保育所を民営化することで、更なる
サービスの向上及び職員の安定雇用を図る。

公立保育所2カ所の給食調理業務を民間委託等することで、
業務を効率化し、引き続き安定した給食の提供等を図る。

地域包括支援センター業務について民間等へ委託すること
により、業務を効率化し職員・経費を削減するとともに、地域
に密着した市民サービスの充実を図る。

土木作業業務を民間等に委託することにより、業務を効率
化し職員・経費の削減を図る。

民間委託等の活用により職員・経費を削減するともに、学校
図書司書業務の効率化を図る。

職員350人体制を見据え、職員の人材育成・能力開発を推
進する。

学校給食調理業務を民間委託等することで業務を効率化
し、引き続き安定した給食の提供等を図る。

足白農泊施設「カホアルペ」の運営業務について、指定管理
者を導入することにより、業務を効率化し職員・経費を削減
するとともに、利用者へのサービス向上を図る。

市民生活の利便性向上や業務の効率化を実現するため
に、ＩＣＴの利活用を強力に推進し、市民等が行う申請手続や
業務上の事務に関して可能なものは全てデジタル化を実現
する。

特別な支援を必要とする児童生徒を含め、多様な児童生徒
一人一人の教育ニーズ・理解度に応じた個別最適化された
学習指導により学力の向上を図る。

未利用財産について、売却等を積極的に推進する。

図書館及び織田廣喜美術館等の社会教育施設の管理運営
業務について、指定管理者を導入することにより、業務を効
率化し職員・経費を削減するとともに、利用者へのサービス
向上を図る。

社会体育施設の管理運営業務について、指定管理者を導
入することにより、業務を効率化し職員・経費を削減するとと
もに、利用者へのサービス向上を図る。

公用車の配置及び市保有車両の使用を適正化する。

市税・公共料金等について、コンビニ払やキャッシュレス決
済を導入し、市民サービスの向上を図る。

平成30年度に策定した嘉麻市個別施設見直し計画（平成30
年度～令和7年度編）に基づき、対象施設の見直し状況につ
いて、進捗管理する。
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整理番号： 1

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

財政課

計画的な財政運営

－

－

－

継続実施

継続実施

継続実施

主管課

取組項目

達成目標【期間：R3～R7】

年
度
目
標

効　

果　

額

取 組 状 況

見込み

実　績

目標指標

安定した財政運営に資するため、財政の中期見通しを作成し、計画的な財源対策等を講じる。
また、毎年度の予算編成作業において事業の重点化等の精査により歳出を削減し、ふるさと納
税等の活用により歳入を確保し、財政の弾力性を確保する。

（目標に対する）結　果

目標を下回った理由

-

-

令和５年度予算に財源不足が生じることから、繰越金を確保する必要が生じ、令和
４年度は減債基金及び学校建設基金への積立は行っていない。また、ふるさと納税
の活用や市有財産の売却を行うことで歳入を確保し、減債基金についても計画通り
繰入を行い、財政の弾力性については、維持することができた。

R4

R5

R6

R7

・基金の積立など財政計画に則った計画的な財政運営
・ふるさと納税、市有財産の売却、減債基金の活用による実質的な財政の弾力性の確保
・適正な財政健全化判断比率の確保

継続実施

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

取
組
内
容

実績が見込みを下回った理
由

効果額算出方法等

R
4
年
度
実
施
状
況

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

－

－

備　　　　考
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整理番号： 2

分かりやすい行政
コストの公表

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 財政課

取組項目 財務４表の活用

達成目標【期間：R3～R7】 発生主義・複式簿記による財務書類等を早期に作成、予算編成や受益者負担の適正化等へ
活用する。

目標指標

財務書類等の内容を検証し、分析することで、行政サービスに係るコストを市民
に分かりやすく示すとともに、今後の財政運営に活用する。
また、行政サービスの公平性、受益と負担の観点から使用料や手数料等を見直
すなど、新たな収入確保策を検討する。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 ・財務書類等の内容の検証及び分析

R4
・財務書類等の内容の検証及び分析
・分かりやすい市の財務状況の公表

R5
・財務書類等の内容の検証及び分析
・分かりやすい市の財務状況の公表
・使用料の見直しなど新たな収入確保策の検討

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
前年度決算分の財務書類等を作成し、各指標等について他団体との比較や経年比
較を行うなどの分析を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 -

目標を下回った理由 -

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 3

総医療費に占める生
活習慣病の重症化疾
患の割合17％以下

（令和７年度末）

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

19.00% －

18.50% －

18.00% －

17.50% －

17.00% －

主管課 市民課

取組項目 国民健康保険事業特別会計の安定的な経営

達成目標【期間：R3～R7】
医療費の抑制・適正化を目指し、第２期データヘルス計画により明らかとなった糖尿病等の生活
習慣病重症化等の健康課題を解決するため、医療や介護等について、庁内外と連携、調整をは
かりながら、特定健診の受診率向上や保健指導等を重点的に行っていく。

目標指標
データヘルス計画に基づき、効率的・重点的な保健事業を展開し、将来の医療費
の伸びを抑制するため、総医療費に占める生活習慣病の重症化疾患（脳血管疾
患、心疾患、透析等）の割合を減少させる【平成31年度：19.81％】

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・特定健診未受診者への効果的なアプローチ（民間利用等）
・保健指導対象者の拡大（後期高齢者医療や介護との連携等）
・医療機関等との連携体制強化（医療連携会議の充実）
・保健事業等の庁内連携体制強化（庁内連携会議の充実）

R4
・特定健診未受診者への効果的なアプローチ（民間利用等）
・保健指導対象者の拡大（後期高齢者医療や介護との連携等）
・医療機関等との連携体制強化（医療連携会議の充実）
・保健事業等の庁内連携体制強化（庁内連携会議の充実）

R5

・第２期データヘルス計画の評価及び第３期データヘルス計画の作成
・特定健診未受診者対策の強化
・保健指導の充実（ケースにおける医療や介護との連携強化）
・医療機関等との連携体制強化（医療連携会議の充実）
・保健事業等の庁内連携体制強化（庁内横断的な保健事業）

R6

・第３期データヘルス計画の開始
・特定健診未受診者対策の強化
・保健指導の充実（ケースにおける医療や介護との連携強化）
・医療機関等との連携体制強化（医療連携会議の充実）
・保健事業等の庁内連携体制強化（庁内連携強化した保健事業体制の構築）

R7
・特定健診未受診者対策の強化
・保健指導の充実（ケースにおける医療や介護との連携強化）
・医療機関等との連携体制強化（医療連携会議の充実）
・保健事業等の庁内連携体制強化（庁内連携強化した保健事業体制の構築）

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・コロナ禍において、定期受診の習慣を活用した医療情報収集事業（定期検査の結
果を特定健診結果に代用する事業）を強化した
・民間事業所による保健指導を実施し、個別性を重視した丁寧な保健事業を行っ
た。
・飯塚市、桂川町を含む飯塚医療圏としての糖尿病性腎症重症化予防事業（微量
アルブミン尿検査）の結果データを分析し、飯塚医師会等と今後の課題や事業等に
ついての検討を行った。
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業において、福岡県理学療法士協
会にフレイル予防事業を委託し、地域の通いの場において、フレイルチェックを行
い、必要な方には、高齢者介護課が行う介護予防事業の利用を勧める等、庁内連
携を強化した。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 Ｒ３　19.12%（Ｒ４の結果は１２月に出る。）

目標を下回った理由
目標は下回ったものの年々減少傾向となっており、コロナの受診控えによる重症化
等も考えられるが、今後も重症化予防の強化を図っていく。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 4

【徴収率】
 現年分：99.07％

 滞納繰越分：17.04％
【効果額】

　1,559千円

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標
上段：現年分

下段：滞納繰越分
効果見込額

99.03％
17.20％

103千円

99.04％
17.25％

207千円

99.05％
17.30％

312千円

99.06％
17.35％

416千円

99.07％
17.40％

521千円

主管課 高齢者介護課

取組項目 介護保険事業特別会計の安定的な経営

達成目標【期間：R3～R7】
介護保険事業の安定的運営を図るため、介護給付の適正化に努めるとともに徴収体制を強化
し、徴収率の向上を目指す。

目標指標

最終年度の効果見込額を現年分は令和2年度当初予算調定額×0.05％、滞納
繰越分は令和2年度当初予算調定額×0.25％とし、各年度の効果見込額の累
計。
※令和2年度当初予算調定額
　現年度：918,743,280円　滞納繰越分：24,725,200円

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・要介護認定の適正化
・ケアプランの点検
・住宅改修等の点検
・医療情報との突合
・介護給付費通知
・介護保険制度の周知及び分納相談や催告状の送付を行う。

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・公正かつ適正な認定調査及び認定審査を実施するため、県などが開催する研修
へ参加した。
・受給者に適合したサービスを提供するために、専門業者に業務委託し、ケアプラン
点検及びケアマネを対象に講習を行った。また、適切な住宅改修や福祉用具の購
入・貸与のため、書類審査はもとより、現地確認を行った。
・国保連の適正化システムから提供される医療情報と介護保険の給付情報を突合
し、請求内容の誤りなどを早期発見、処理することで適正な給付請求につなげること
が出来た。
・適正なサービスの利用と提供につなげるため、サービス利用者に給付状況の内容
について年2回通知を行った。
・介護保険制度について、詳細に説明をするとともに、分納相談や催告状の送付な
ど、税務課収納対策係と連携を取りながら、徴収の強化を図った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
【現年分】　　　　99.34％
【滞納繰越分】　28.31％

目標を下回った理由 -

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 207千円

実　績 5,588千円

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等

【現年分】H31：徴収率99.02％   Ｒ4：徴収率 99.34％　 99.34％ - 99.02％ = 0.32％
R2年度当初予算調定額　918,743,280円 × 0.32％ ＝ 2,939,978円
【滞納繰越分】H31：徴収率 17.60％    Ｒ4：徴収率 28.31％　 28.31％-17.60％ 
=10.71％
R2年度当初予算調定額　  24,725,200円 × 10.71％ ＝ 2,648,068円
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整理番号： 5

42,489千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

有収率88.0％ 3,187千円

有収率88.5％ 5,842千円

有収率89.0％ 8,498千円

有収率89.5％ 11,153千円

有収率90.0％ 13,809千円

主管課 水道局

取組項目 水道事業会計の安定的な経営

達成目標【期間：R3～R7】 人口減少に伴い給水人口が減少しており、料金収入の増加を図ることが難しい現状である。
よって、効率的な事業運営を実践するため、有収率の向上を図る。

目標指標

有収率　87.4％（H31年度有収率）→90.0％（H29年度全国平均有収率）
【有収水量の増加量】H31年度年間有収水量3,611,224 
　　　　　　　　　　3,611,224 ×(90.0－87.4)％＝93,892 
最終年度の効果見込額を 93,892 ×147.07円(H31年度供給単価)＝13,808,696
円とし、各年度の効果見込額の累計。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・漏水調査の実施及び早期修繕
・漏水が多発している老朽管の更新

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
専門業者へ漏水調査を委託することで、漏水箇所の早期発見・早期修繕に努めた。
また、漏水が多発している老朽管について、計画的な更新を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 有収率87.6％

目標を下回った理由
取組を実施しているが、新たな漏水箇所が発生しているため。
令和５年１月に発生した寒波により、水道管が凍結し、漏水が多発したため。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 5,842千円

実　績 1,063千円

実績が見込みを下回った理
由

取組を実施しているが、新たな漏水箇所が発生しているため。
令和５年１月に発生した寒波により、水道管が凍結し、漏水が多発したため。

効果額算出方法等
3,611,224 【H31年度有収水量】×(87.6－87.4)【改善有収率】％＝7,222 
7,222 ×147.07円【H31年度供給単価】＝1,062,140円
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整理番号： 6

　　　　　　　　　【徴収率】　　【効果額】
市税等現年：　98.3%　　　　39,671千円
市税等滞繰：　20.4%　　　　 3,705千円
国保税現年：　94.1%　　　　11,251千円
国保税滞繰：　23.1%　　　　 2,987千円

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標
市税等現年
市税等滞繰
国保税現年
国保税滞繰

効果見込額
市税等現年
市税等滞繰
国保税現年
国保税滞繰

97.9％
20.0％
93.7％
22.7％

2,645千円
247千円
750千円
199千円

98.0％
20.1％
93.8％
22.8％

5,289千円
494千円

1,500千円
398千円

98.1％
20.2％
93.9％
22.9％

7,934千円
741千円

2,250千円
597千円

98.2％
20.3％
94.0％
23.0％

10,579千円
988千円

3,000千円
797千円

98.3％
20.4％
94.1％
23.1％

13,224千円
1,235千円
3,751千円

996千円

実　績
市税等現年：13,224千円　市税等滞納：1,235千円
国保税現年：-8,251千円　国保税滞納：5,178千円

実績が見込みを下回った理由 －

効果額算出方法等
R2年度当初予算調定額×（R4徴収率－H31徴収率）＝R4効果額
※H31徴収率（基準）
　市税等現年：97.8％　市税等滞納：19.9％　国保税現年：93.6％　国保税滞納：22.6％

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・財産調査、勤務先等への調査を積極的に行い、差押を強化
・ファイナンシャルプランナーを活用した納税相談事業の実施
・新型コロナ関連の納税猶予を行った者に対しての納付催告
・県派遣職員への徴収引継ぎ（30事案）
・社会保険等の加入が判明した者について、国保担当課と連携した離脱手続きの勧
奨及び職権による資格喪失手続き

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

―

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
市税等現年：98.3％　市税等滞納：20.4％
国保税現年：92.5％　国保税滞納：25.2％

目標を下回った理由 ―

備　　　　考

効　

果　

額

見込み
市税等現年：5,289千円　市税等滞納：494千円
国保税現年：1,500千円　国保税滞納：398千円

目標指標

最終年度の効果見込額を令和2年度当初予算調定額×0.5％とし、各年度の効
果見込額の累計。
※令和2年度当初予算調定額
市税等現年：2,644,748,101円　市税等滞繰：246,969,589円
国保税現年：750,102,914円　国保税滞繰：199,161,207円

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・口座振替加入及び住民税特別徴収の促進や延滞金の厳格徴収により、納期内納付
の促進を図る。
・現年度滞納者にも積極的に滞納処分に取り組む。
・差押の強化
・差押不動産の公売実施
・滞納処分の執行停止の迅速かつ適正な処理

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

主管課 税務課

取組項目 市税等の徴収率の向上

達成目標【期間：R3～R7】

自主財源と税負担公平性の確保を図るため、市民税、固定資産税及び軽自動車税について、
計画期間内で徴収率0.5ポイントＵＰを目指す。
また、国民健康保険事業の安定的運営及び税負担公平の確保を図るため、国民健康保険税に
ついて、計画期間内で徴収率（現年度分）0.5ポイントＵＰを目指す。
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整理番号： 7

【徴収率】
　現年分：97.85％

　滞納繰越分：7.68％
【効果額】

　9,460千円

目標指標
（効果額
等）の説明

年度目標
上段：現年分

下段：滞納繰越分
効果見込額

97.45％
7.28％

630千円

97.55％
7.38％

1,261千円

97.65％
7.48％

1,892千円

97.75％
7.58％

2,523千円

97.85％
7.68％

3,154千円

実　績 -3,108千円

実績が見込みを下回った理
由

新型コロナにより入居者の収入が減少し、滞納者数が増加したため。

効果額算出方法等

【現年分】
平成31年度収納率97.35％　令和4年度収納率97.20％
97.20％－97.35％＝△0.15％
平成31年度当初予算調定額　403,283,573円
403,283,573円×△0.15％＝△604,925円
【滞納繰越分】
平成31年度収納率7.18％　令和3年度収納率6.08％
6.08％－7.18％＝△1.1％
平成31年度当初予算調定額　227,575,560円
27,575,560円×△1.1％＝△2,503,331円
【合計】
△604,925円＋△2,503,331円＝△3,108,256円

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

●「嘉麻市営住宅家賃滞納整理実施要綱」に基づく滞納整理を実施　
・督　促　状                        2,797件
・催　告　書                           403件
・住宅明渡予告                     117件
・分割納付誓約                       29件
・内容証明（契約解除通知）      26件
・訴えの提起                          10件
・電話催告
●少額滞納者に対する文書及び電話による納付催告を実施

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 【現　年　度】　97.20％　【滞納繰越分】　 6.08％

目標を下回った理由 新型コロナにより入居者の収入が減少し、滞納者数が増加したため。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 1,261千円

目標指標

最終年度の効果見込額を令和2年度当初予算調定額×0.5％とし、各年度の効
果見込額の累計。
※令和2年度当初予算調定額
　現年度：403,283,573円　滞納繰越分：227,575,560円

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・口座振替加入促進
・滞納処分の実施
・納付指導による徴収の強化
・滞納者に対する賃貸借契約の解除
・滞納者への訴えの提起

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

主管課 住宅課

取組項目 住宅使用料の徴収率の向上

達成目標【期間：R3～R7】 住宅使用料について、計画期間内で徴収率0.5ポイントＵＰを目指す。
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整理番号： 8

675,000千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

利用者の増
400,000千円

67,500千円

利用者の増
475,000千円

101,250千円

利用者の増
550,000千円

135,000千円

利用者の増
625,000千円

168,750千円

利用者の増
700,000千円

202,500千円

主管課 総合政策課

取組項目 ふるさと納税の推進

達成目標【期間：R3～R7】 返礼品の拡充をはじめ、魅力ある制度内容を検討・実施し、ふるさと納税者の拡大を図る。

目標指標
｛各年度の目標寄附額から寄附の募集に係る費用（寄附額の55%）を差し引いた
額｝－｛令和2年度の実績見込寄附額250,000千円から寄附の募集に係る費用
137,500千円を差し引いた額｝

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・訳あり商品の登録、定期便の強化
・広告運用（ＲＰＰ広告）の強化

R4
・返礼品の拡充
・さとふるでの返礼品登録の強化

R5
・返礼品の拡充
・さとふるでの返礼品登録の強化

R6
・返礼品の拡充
・イベントや無料企画でのＰＲ

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
返礼品の拡充については令和3年度より全体で130品拡充を図ることができた。
また、さとふるにおいては、26品を新規で返礼品登録を行うことができた。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

 

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
402,774千円

9,060件増（R4実績件数-R3実績件数）

目標を下回った理由

年々コストパフォーマンスの高い返礼品や日用品等に寄附が集まりやすい傾向にあ
るため、大容量や大特価といった分野で注目を集めることができる商品の拡充や広
告等を行い、一定の成果は得られた。しかしながら、一方で本市が勝負できる品質
や味で選ぶ寄附者層へのＰＲやその層へ本市の商品を見つけてもらうための工夫
等が不十分であった。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 101,250千円

実　績 96,254千円

実績が見込みを下回った理
由

寄附傾向に対する対策や本市の商品ラインナップに沿ったＰＲが不十分だったた
め。

効果額算出方法等
実績：｛令和4年度の実績寄附額（402,774千円）から寄附の募集に係る実績額（寄附
額の48.2%：194,019千円）を差し引いた額｝－｛令和2年度の実績見込寄附額250,000
千円から寄附の募集に係る費用137,500千円を差し引いた額｝
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整理番号： 9

運用益15,000千円
11,080千円

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

運用益3,000千円 2,216千円

運用益3,000千円 2,216千円

運用益3,000千円 2,216千円

運用益3,000千円 2,216千円

運用益3,000千円 2,216千円

主管課 会計課

取組項目 公金の効率的運用

達成目標【期間：R3～R7】 歳計現金のうち、余裕資金の一部について債券運用を行い、運用益の増と定期預金の預入に
係る事務の効率化を図る。

目標指標
1年度ごとの目標運用益を3,000千円とし、5年間で15,000千円。
効果額については、3,000千円から平成31年度運用益の784千円を差し引いた
額の5年間累計。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
歳計現金のうち、余裕資金の一部について債券運用を行う。
定期預金の満期日を揃え、預入に係る事務の効率化を図る。

R4 歳計現金のうち、余裕資金の一部について債券運用を行う。

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
各課等から毎月の収支予定報告を受け、資金状況の把握に努めるとともに、余裕
資金の一部について国債による運用を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 運用益　1,445千円

目標を下回った理由 日本銀行の金融政策の変更により、国債の売却益が見込めなくなったため。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 2,216千円

実　績 661千円

実績が見込みを下回った理
由

日本銀行の金融政策の変更により、国債の売却益が見込めなくなったため。

効果額算出方法等 R4運用益：1,445千円－H31運用益：784千円＝661千円
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整理番号： 10

48,140千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

運用益75,000千円 9,628千円

運用益75,000千円 9,628千円

運用益75,000千円 9,628千円

運用益75,000千円 9,628千円

運用益75,000千円 9,628千円

主管課 財政課

取組項目 基金の効率的運用

達成目標【期間：R3～R7】 基金を基金運用方針に基づき、安全で確実かつ有利な方法で効率的に運用する。

目標指標
1年度ごとの目標運用益を75,000千円とし、5年間で375,000千円。
効果額については、75,000千円から平成31年度運用益の65,372千円を差し引い
た額の5年間累計。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 基金の一括運用方針を定め、一括で運用する。

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
基金の一括運用方針を定め、超低金利の中、超長期債を中心に運用し、利子収入
の確保や債券の中途売却を行うなどの運用を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 運用益23,718千円

目標を下回った理由 日本銀行の金融政策により、超低金利の状態が続いたため。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 9,628千円

実　績 -41,654千円

実績が見込みを下回った理
由

日本銀行の金融政策により、超低金利の状態が続いたため。

効果額算出方法等
R４年度基金運用益－H３１年度基金運用益（基準額）
23,718千円-65,372千円＝△41,654千円
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整理番号： 11

15,500千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ 3,100千円

－ 3,100千円

－ 3,100千円

－ 3,100千円

－ 3,100千円

主管課 人事秘書課

取組項目 特別職給与の特例減額（カット）の実施

達成目標【期間：R3～R7】
厳しい財政状況を踏まえ、引き続き、特別職給与の特例減額（カット）を実施し、歳出
経費を削減する。

目標指標
・市長　　10％カット
・副市長　10％カット
・教育長　 7％カット

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 特別職給与の特例減額（カット）の実施

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況 令和４年度も引き続き特別職の減額を実施した。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 3,100千円

実　績 3,128千円

実績が見込みを下回った理
由

－

効果額算出方法等

（月次給与）①－市長：（850,000×10％）×12月+副市長：（688,000×10％）×12月+
教育長：（620,000×7％）×12月
（賞与）②－（（850,000×10％）×120％）×3.215月+（（688,000×10％）×120％）×
3.215月+（（620,000×7％）×120％）×3.215月
①+②＝3,127,197
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整理番号： 12

358人
918,000千円

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

388人 27,000千円

374人 153,000千円

370人 189,000千円

363人 252,000千円

358人 297,000千円

実　績 90,000千円

実績が見込みを下回った理
由

計画策定時に年度目標の人数を誤っていたため。
（令和6年度に本計画を改訂予定）

効果額算出方法等
10人×900万円＝90,000千円
※R2：391人　R4：381人　△10人

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況 計画的な職員数の削減を継続

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 374人に対し、381人の職員体制

目標を下回った理由
計画策定時に年度目標の人数を誤っていたため。
（令和6年度に本計画を改訂予定）

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 153,000千円

目標指標 第2次職員定員適正化計画に計上された効果額。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 第2次職員定員適正化計画に基づく正規職員の定数管理

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

主管課 人事秘書課

取組項目 職員数の適正化

達成目標【期間：R3～R7】
第2次職員定員適正化計画に基づき、令和9年度当初において正規職員数（再任用
職員及び任期付職員を除く。）を350人体制とする。
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整理番号： 13

37,100千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

426人 400千円

382人 4,800千円

361人 6,900千円

326人 10,400千円

284人 14,600千円

主管課 人事秘書課

取組項目 会計年度任用職員数の適正化

達成目標【期間：R3～R7】
市で実施する事業のアウトソーシング及びＲＰＡの活用等により、会計年度任用職
員数の適正化を図る。

目標指標
民間委託等を行った場合の削減間接効果額を1名当たり100千円とし、
各年度の民間委託等による削減予定人数を乗じたもの。
　※令和2年度の会計年度任用職員数430名（基準）

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
事業のアウトソーシング及びＲＰＡの活用等を随時検討・実施す
る。

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

市全体のアウトソーシングを検討中（全業務を対象とした業務分析を財政課（旧企
画財政課）において実施済み、デジタル戦略課において詳細分析を実施中）であり、
アウトソーシングの実施には至っていない。RPAについては、人事秘書課及び環境
課において活用しているが、令和2年度からRPAを活用した業務が増えていない。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

アウトソーシングを検討するための詳細業務分析に時間を要した。RPAについては
活用に関して周知が不足しており、また活用に関する職員が不足している。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
令和5年3月31日現在での会計年度任用職員数440人
（基準数430名より10名増加、令和4年度目標値382名より58名増加）

目標を下回った理由
市で実施する事業のアウトソーシング及びRPA適用事務の拡大が進んでいないた
め。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 4,800千円

実　績 0千円

実績が見込みを下回った理
由

会計年度任用職員の削減が図れなかったため。

効果額算出方法等
令和2年度の会計年度任用職員数430名を基準とし、令和4年度は10名の増加と
なったため、効果はないと算定した。（民間委託等を行った場合の削減間接効果額
を1名当たり100千円）
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整理番号： 14

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課
デジタル戦略課

人事秘書課
財政課

取組項目 RPA等の活用推進

達成目標【期間：R3～R7】
ＲＰＡ（ソフトウェアロボットによるパソコン業務の自動化）やＡＩ－ＯＣＲ（ＡＩを活用した
光学文字認識）を利用し、紙からパソコンの入力といった定型的な業務を自動化す
ることにより、事務の軽減を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 ＲＰＡ適用事業の拡大

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

①RPA
　人事秘書課業務の会計年度任用職員の報酬支給及び環境課業務の汚水処理使
用料の算定業務に利用した。各システム等への入力が自動化され、休日・夜間等時
間を問わず処理が可能となり、入力業務作業で年間432時間の削減が図れた（令和
3年度実績と同じ）。
②ＡＩ－ＯＣＲ
　7課8業務で活用し、計13,883枚の紙書類のデータ化作業で年間時間771時間の削
減が図れた。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 15

公共料金等の納付書
払伝票90％減
15,292千円

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

公共料金等の納付
書払伝票70％減

2,380千円

公共料金等の納付
書払伝票90％減

3,228千円

公共料金等の納付
書払伝票90％減

3,228千円

公共料金等の納付
書払伝票90％減

3,228千円

公共料金等の納付
書払伝票90％減

3,228千円

主管課 会計課

取組項目 公共料金明細サービスの導入

達成目標【期間：R3～R7】
公共料金明細サービスを利用し、水道料金、電気料金、電話（通信）料金のうち、恒
常的に使用するものについて、納付書払から口座振替払とすることにより、事務の
軽減を図る。

目標指標
公共料金等の支払いに係る平成31年度の処理伝票枚数と職員の処
理作業時間を基準に、削減率を勘案して算出。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
公共料金明細サービスを導入し、水道料金、電気料金、電話（通
信）料金のうち、恒常的に使用するものについて、口座振替払を推
進する。

R4
公共料金明細サービスを利用し、水道料金、電気料金、電話（通
信）料金のうち、恒常的に使用するものについて、口座振替払とす
る。

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
公共料金明細サービスについて、新たに発生した新規・変更・廃止等の手続きを行
い、引き続き事務の効率化に取り組んでいる。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 公共料金等の納付書払伝票 93％減

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 3,228千円

実　績 3,626千円

実績が見込みを下回った理
由

－

効果額算出方法等 H31コスト：4,240千円 － R4コスト：613千円 ＝ 　3,626千円
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整理番号： 16

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 学校教育課

取組項目 学校用務員業務の民間委託等

達成目標【期間：R3～R7】
人材派遣の活用等により職員・経費を削減するとともに、学校用務員業務の効率化
を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・用務員業務の整理
・人材派遣業者の公募・選定
・令和4年度実施に向けた予算要求

R4 学校用務員の人材派遣業者よりの派遣実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況 義務教育学校の開校を令和５年４月に控えており具体的な取組には至らなかった。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

令和５年４月に義務教育学校が３校同時に開校予定である。開校後の学校の状況
等を勘案し人材派遣等の検討を行いたいと考える。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 17

60業務委託
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

20業務委託 －

30業務委託 －

40業務委託 －

50業務委託 －

60業務委託 －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
令和3年度は、民間委託可能な業務を明らかにするため、企画財政課において全業
務を対象とした業務分析を行った。その後詳細分析を行うため令和4年度にデジタ
ル戦略課において業務分析を取り掛かり、現在調査中である。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

市のアウトソーシングの方向性について協議に時間を要し、詳細な業務分析への取
り掛かりが遅延した。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 0業務

目標を下回った理由
各課における委託可能な業務について、詳細分析を実施中であり、業務委託に至っ
ていないため。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

目標指標 各年度10業務の業務分析及び民間委託を行う。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・民間等への委託仕様等の検討
・委託業者の選考
・業務委託移行

R4
・業務の洗い出し
・委託業務の拡大

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

主管課
人事秘書課

デジタル戦略課
財政課

取組項目 各種申請等処理事務・定型事務の民間委託等

達成目標【期間：R3～R7】
毎年計画的に業務分析を行い、各種申請窓口及び入力事務等繰り返し定型的な事
務のうち、委託可能な事務について民間委託を積極的に推進する。
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整理番号： 18

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 こども育成課

取組項目 学童保育所運営業務の民間委託

達成目標【期間：R3～R7】
市内7カ所にある学童保育所を民営化することで、更なるサービスの向上及び職員
の安定雇用を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 先進地視察

R4 実施方針の策定

R5
・保護者説明会の開催
・職員説明会の開催

R6

・委託先の公募及び選定
・保護者説明会の開催
・関係例規の改正
・委託手続き、引継ぎ等

R7 民間委託

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・実施方針や今後の取組内容などについて検討を行い、委託開始までのスケジュー
ル等を確認した。
・他自治体の学童保育実施状況を調べたり、民間事業者の資料を集めるなど、情報
収集を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 21 -



整理番号： 19

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 こども育成課

取組項目 保育所給食調理業務の民間委託等

達成目標【期間：R3～R7】
公立保育所2カ所の給食調理業務を民間委託等することで、業務を効率化し、引き
続き安定した給食の提供等を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・先進地視察
・委託内容の精査

R4
・委託先の公募及び選定
・保護者説明会の開催
・委託手続き、引継ぎ等

R5 民間委託

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
・保護者向け説明会を実施した。
・プロポーザル方式により委託先事業者の公募及び選定を行った。
・契約手続、引き継ぎを完了した。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 22 -



整理番号： 20

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 高齢者介護課

取組項目 地域包括支援センターの民間委託

達成目標【期間：R3～R7】
地域包括支援センター業務について民間等へ委託することにより、業務を効率化し
職員・経費を削減するとともに、地域に密着した市民サービスの充実を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
先進地の視察及び委託内容（委託又は直営委託の併用等）を検討
し、地域包括支援センターの体制について検討する。

R4 委託内容の精査

R5 委託先の選定と協議

R6
委託の準備が整った法人に地域包括支援センター業務を委託す
る。

R7
委託先の地域包括支援センター業務の評価を行い、ＰＤＣＡサイク
ルに沿って業務の見直しや改善を行っていく。

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
センター業務を委託している近隣市からの情報収集を行いながら、引き続き検討
中。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 23 -



整理番号： 21

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 土木課

取組項目 土木作業業務の民間委託

達成目標【期間：R3～R7】
土木作業業務を民間等に委託することにより、業務を効率化し職員・経費の削減を
図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 －

R4 先進地事例の調査、研究

R5
・委託方針の検討
・委託仕様書の検討

R6 民間委託の試行

R7
・委託仕様書の再検討
・業者選考

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況 R4年度取組内容については未着手

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

土木課だけに限らず、作業員が配置されている課の作業員を統合し、各課の現場
作業を進める方針を検討しており、今後運用を予定しているため。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 24 -



整理番号： 22

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 学校教育課

取組項目 学校図書司書業務の民間委託等

達成目標【期間：R3～R7】
民間委託等の活用により職員・経費を削減するともに、学校図書司書業務の効率
化を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・義務教育学校新設及び公立図書館の指定管理業者公募・選定に合わせ
た配置人数の検討
・人材派遣業者の公募・選定
・令和4年度実施に向けた予算要求

R4 学校図書司書の人材派遣業者よりの派遣実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
義務教育学校の開校を令和５年４月に控えており学校図書司書業務の民間委託の
具体的な取組を行うには至らなかった。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

義務教育学校開校に合わせて令和５年４月より全中学校区において、義務教育９年
間を見通し一貫した教育カリキュラムを実施する予定である。学校図書館は図書の
貸出等書架の監視運営だけでなく教育カリキュラムの展開に寄与する「学習・情報
センター」として機能を果たす必要があることから小中一貫した教育カリキュラムを
本格実施したのち学校図書司書業務の民間委託等を検討したいと考える。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 25 -



整理番号： 23

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 学校教育課

取組項目 学校給食調理業務の民間委託等

達成目標【期間：R3～R7】
学校給食調理業務を民間委託等することで業務を効率化し、引き続き安定した給食
の提供等を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・近隣市町村の実態調査
・民間委託に係る必要書類の整理
・民間委託業者からの資料請求
・民間委託対象校の決定
・プロポーザル実施に向けた予算要求

R4
・業者選定に関するプロポーザルの実施
・業者選定期限（令和4年11月末）

R5
義務教育学校新設に合わせた民間委託の実施
（3年の長期継続契約を想定）

R6 民間委託導入後の実態確認

R7
・民間委託実施の追加対象校の決定
・次年度からの民間委託実施事業者の選定
（プロポーザル実施）

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

令和5年度からの学校給食調理等業務委託の一部実施に向けて、公募型プロポー
ザル審査を実施した。

実施対象校：稲築西義務教育学校・稲築東義務教育学校
　　　　　　　　碓井義務教育学校・嘉穂小学校

Ｒ4.7.26　  第1回選定委員会　（事業概要の審議）
Ｒ4.9.27　  第2回選定委員会　（1次審査：提案書書類審査）
Ｒ4.10.11　第3回選定委員会　（2次審査：プレゼンテーション、ヒアリング）

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

- 26 -



整理番号： 24

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

複数業者と接触を行ってきた結果、指定管理業者の公募を行える見込みが立った
ので、令和4年4月19日に「嘉麻市公の施設指定管理者審査委員会」に対し、指定管
理者の選定について諮問を行い、令和4年5月24日から6月24日の期間で指定管理
者を募集した。3業者から応募があり、令和4年8月4日に審査委員会がヒアリングを
行った結果、最高得点の業者を指定管理者候補者として推薦する答申を受けた。こ
の業者を指定管理者として指定する議案を嘉麻市議会に提出し、令和5年1月25日
の議決を受け、令和5年4月1日から足白農泊施設「カホアルペ」は指定管理者によ
る管理運営となった。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 指定管理者候補者との調整

R4 指定管理者候補者との調整

R5

・選定業務の協議
・嘉麻市議会へ指定管理移行に向けた説明
・条例改正（必要ある場合）
・指定管理者の公募及び選定

R6 指定管理者の導入

R7 継続実施

主管課 産業振興課

取組項目 カホアルペの指定管理者の導入

達成目標【期間：R3～R7】
足白農泊施設「カホアルペ」の運営業務について、指定管理者を導入することによ
り、業務を効率化し職員・経費を削減するとともに、利用者へのサービス向上を図
る。

- 27 -



整理番号： 25

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・令和4年度から指定管理者制度を導入し、嘉麻市立図書館（山田・稲築・碓井・嘉
穂）及び嘉麻市立織田廣喜美術館の管理運営と併設する嘉麻市碓井平和祈念館
及び嘉麻市碓井郷土館の施設管理を委託している。
・日頃から指定管理者とは、情報を共有し意見交換を図るとともに、毎月定例会議を
行い、進捗状況の管理、運用に努めている。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・選定業務の協議
・条例改正
・指定管理業者の公募及び選定

R4 指定管理者の導入

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

主管課 生涯学習課

取組項目 図書館・美術館等の指定管理者の導入

達成目標【期間：R3～R7】
図書館及び織田廣喜美術館等の社会教育施設の管理運営業務について、指定管
理者を導入することにより、業務を効率化し職員・経費を削減するとともに、利用者
へのサービス向上を図る。

- 28 -



整理番号： 26

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

嘉麻市個別施設見直し計画に基づき、現在直営で運営を行っている各施設の利用
状況及び収支状況を確認し、各施設及び複数の施設をあわせて指定管理の導入が
できないかや(仮称)第2市役所へ管理を委託できないか検討を行った。また、計画の
方針どおりに事業を進めることが可能なのか調整を続けているところである。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

新型コロナウイルス感染症の影響により社会体育施設利用者が減少し、コロナ禍以
前のような安定した利用者数の確保が可能か不明であり、また、施設老朽化・耐震
化に伴う工事が予定されており、その内容精査等で取組が遅れている。

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・課内検討体制の整備
・指定管理者導入施設の洗い出し
・導入方法及び懸案事項等の検討

R4 スポーツ推進審議会及び教育委員会への報告

R5
・指定管理者導入準備
・指定管理者公募、選定

R6 指定管理者の導入

R7 継続実施

主管課 スポーツ推進課

取組項目 社会体育施設の指定管理者の導入

達成目標【期間：R3～R7】
社会体育施設の管理運営業務について、指定管理者を導入することにより、業務を
効率化し職員・経費を削減するとともに、利用者へのサービス向上を図る。

- 29 -



整理番号： 27

198,061千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ 57,341千円

－ 43,390千円

－ 37,330千円

－ 30,000千円

－ 30,000千円

主管課 管財課

取組項目 市有財産の売却等の推進

達成目標【期間：R3～R7】 未利用財産について、売却等を積極的に推進する。

目標指標 年次計画に基づいた売却予定額を積算。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・市有財産の貸付者及び隣接地等の所有者への売却促進
・広報、広告等活動の積極的な推進
・住宅メーカー等への売却物件の紹介
・売却可能財産の見直し

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・広報・広告等活動を積極的に推進し、市有遊休地の売却につなげた。
・住宅メーカー等へ分譲地における状況調査を行い、需要が見込める地域等を選定
し、市有遊休地の更なる販売に向けて取り組んでいる。
・即売可能な市有遊休地の不足により、売却可能財産の見直しに着手している。
・分譲停止中の分譲地における課題整理等調査業務に着手している。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 43,390千円

実　績 32,516千円

実績が見込みを下回った理
由

　効果見込額算出時の計上資産をR3年度中に売払いしたため、当初売却予定資産
の減少。
　当初の効果見込額に比して鑑定評価額の減少による、売払い収入の減少。

効果額算出方法等
　各個別不動産の売却金額については、原則として鑑定評価にて算出し、効果額に
ついては、不動産売払収入で算出。
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整理番号： 28

23,800千円
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

公用車1台当たりの
一般会計職員数

3.30人
1,000千円

公用車1台当たりの
一般会計職員数

3.35人
2,400千円

公用車1台当たりの
一般会計職員数

3.45人
4,400千円

公用車1台当たりの
一般会計職員数

3.51人
6,800千円

公用車1台当たりの
一般会計職員数

3.51人
9,200千円

主管課 管財課

取組項目 公用車数の適正化

達成目標【期間：R3～R7】 公用車の配置及び市保有車両の使用を適正化する。

目標指標 公用車削減台数×車検代や定期点検料等の公用車に係る経費

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・公用車配置の適正化
・市保有車両の安全性を確認後、使用の適正化

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 公用車の適正配置の再検討

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
不要な公用車(故障車両）廃車、及び車両配置換え等を行うことことにより配置調整
を行い削減を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 3.33人/車

目標を下回った理由
飯塚信用金庫からの寄贈車両の受け入れにより、目標削減台数1台達成分を相殺
してしまい目標数値（3.35）達成に至らなかった。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み 2,400千円

実　績 2,440千円

実績が見込みを下回った理
由

－

効果額算出方法等
※令和４年度、一般車両の貨物軽自動車廃車１台、乗用軽自動車1台贈与により増
減なし、リース車両増減なしであるため令和3年度実績の累積効果により算定
1,22０千円×2か年
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整理番号： 29

計画に沿った各施設
の見直しの実施

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 財政課

取組項目 個別見直し計画の推進

達成目標【期間：R3～R7】
平成３０年度に策定した嘉麻市個別施設見直し計画（平成３０年度～令和７年度編）
に基づき、対象施設の見直し状況について、進捗管理する。

目標指標
嘉麻市個別施設見直し計画（平成３０年度～令和７年度編）に基づき、
市の公共施設保有数を類似団体と同規模にする。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3 個別施設見直し計画に沿った、市内公共施設数の適正化

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況
現在、3校区の義務教育学校整備に係る関連工事を行っていることから、財源や将
来的な財政負担、事業量（マンパワー不足とならないため）を考慮しながら、施設の
統廃合や廃止等について、進捗管理を行った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 30

導入率80％
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

導入率30% －

導入率50% －

導入率70% －

導入率80% －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

市では、電子申請の拡充や電子決裁の導入に向けて、嘉麻市DX推進本部の各プ
ロジェクトチームを中心に取り組みを進めている。
電子申請の拡充については、以前より実施している職員採用試験申込や総合健診
予約申込の受付に加えて、子育てや介護などに関する26手続きについて、令和4年
度に申請ページの公開を行っている。
電子決裁の導入については、文書の電子化や事務効率化を目的として、令和5年4
月1日から新しい文書管理システム上で電子決裁を行うこととしております。今後
は、更なる電子化の推進を目的として、財務会計や人事給与などにおいても電子決
裁の導入を目指していくこととしている。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 未導入

目標を下回った理由
電子決裁の導入は当初令和4年度中の導入を予定していたが、年度終了時点での
システム切替が適切と判断し、令和5年度からの導入に変更したため、令和5年3月
31日時点では未導入。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・調査（業務プロセスの見直し等）及び事例研究
・電子申請の一部業務への導入（電子入札）

R4
・電子申請の拡充
・電子決裁導入

R5 電子申請の拡充

R6 電子申請の拡充

R7 電子申請の拡充

主管課

デジタル戦略課
総務課
財政課

人事秘書課

取組項目 行政手続のオンライン化（文書のデジタル化、電子決裁、テレワーク）

達成目標【期間：R3～R7】
市民生活の利便性向上や業務の効率化を実現するために、ＩＣＴの利活用を強力に
推進し、市民等が行う申請手続や業務上の事務に関して可能なものは全てデジタ
ル化を実現する。
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整理番号： 31

ＱＲコード決済率40%
コンビニ・スマホ決済

率20%

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

ＱＲコード決済率5% －

ＱＲコード決済率10%
コンビニ・スマホ決済率
20%

－

ＱＲコード決済率20%
コンビニ・スマホ決済率
20%

－

ＱＲコード決済率30%
コンビニ・スマホ決済率
20%

－

ＱＲコード決済率40%
コンビニ・スマホ決済率
20%

－

主管課 会計課
財政課

取組項目 市税・公共料金等のキャッシュレス化

達成目標【期間：R3～R7】
市税・公共料金等について、コンビニ払やキャッシュレス決済を導入し、市民サービス
の向上を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・ＱＲコード決済の拡大
・納付書スマホ決済準備

R4
・ＱＲコード決済の拡大
・納付書スマホ決済実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

ＰａｙＰａｙ利用について、新たに延長保育利用者負担金、耕作証明手数料、講座等受
講料・物品販売手数料、社会体育施設使用料、嘉麻市立学校施設の開放に伴う開放
施設等の使用料を追加し、利用範囲の拡大に取り組んだ。
また、コンビニ・スマホ収納を開始したことにより、市民の方が窓口の時間を気にせず
納付することができるようになった。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
QRコード決済率6.1％

コンビニ・スマホ決済率27％

目標を下回った理由 市民の方へのＱＲコード決済利用に関する周知不足が原因と考えられる。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 32

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 学校教育課

取組項目 学校授業のＩＣＴ等の活用

達成目標【期間：R3～R7】
特別な支援を必要とする児童生徒を含め、多様な児童生徒一人一人の教育ニー
ズ・理解度に応じた個別最適化された学習指導により学力の向上を図る。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・教職員の活用能力・指導技術の向上
・児童生徒の発達段階に応じた活用能力の向上
・1日に2～3時間程度の端末を活用した授業を実施
・オンライン英会話の実施（小4・中2）
・指導者用デジタル教科書の導入（中学校英語）

R4

・教職員の活用能力・指導技術の向上
・児童生徒の発達段階に応じた活用内容の充実
・1日に3～4時間程度の端末を活用した授業を実施
・オンライン英会話の実施（小3～中3）
・指導者用デジタル教科書の導入（小・中）

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

・情報教育支援員による学習用端末を授業で活用するための研修及び授業支援に
より教職員のＩＣＴ活用指導力向上を図ることができた。またこれにより児童生徒の
発達段階や理解度に応じた授業を行うことができた。
・オンライン英会話について、小３から中３まで実施し英語によるコミュニケーション
能力を高めることができた。
・指導者用デジタル教科書を小学校及び中学校にともに導入し授業力の向上を図
ることができた。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 33

－
目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

主管課 人事秘書課

取組項目 職員の人材育成・能力開発の推進

達成目標【期間：R3～R7】 職員350人体制を見据え、職員の人材育成・能力開発を推進する。

目標指標 －

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3

・職員講師団による研修の実施
・「風通しの良い職場環境づくり」及び「学習的風土づくりの醸成」
のための研修の充実
・新規採用職員に対するサポート制度の創設
・専門職等の計画的な育成

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

研修実績
・ハラスメント研修
・行政職員のための男女共同参画研修
・新規採用職員研修（庁内職員を講師とする研修）
・その他階層別研修、専門的な知識を習得するための派遣研修

上記研修に参加、また資格の取得についての助成を行い、「風通しの良い職場環
境づくり」及び「学習的風土づくりの醸成」の充実を図った。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

－

年
度
目
標

（目標に対する）結　果 －

目標を下回った理由 －

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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整理番号： 34

累計2,500時間
時間外労働時間の削減

目標指標
（効果額等）
の説明

年度目標 効果見込額

時間外労働時間前
年度比1%

(510時間削減 )
－

時間外労働時間前
年度比1%

(505時間削減 )
－

時間外労働時間前
年度比1%

(500時間削減 )
－

時間外労働時間前
年度比1%

(495時間削減 )
－

時間外労働時間前
年度比1%

(490時間削減 )
－

主管課 人事秘書課

取組項目 働き方改革の推進

達成目標【期間：R3～R7】
長時間時間外勤務労働の是正のため、多様で柔軟な働き方（テレワーク、時差出
勤、フリーアドレス勤務等）を導入し、職員の心と身体の健康を保持増進し、業務能
率の向上を図る。

目標指標
時間外勤務年間51,000時間（2018～2019年度平均）を基準とし、年間
1%削減を図る。

実
施
計
画
年
度
別
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

年度 取組内容

R3
・多様な働き方の導入
・職員への多様な働き方に関する研修の実施

R4 継続実施

R5 継続実施

R6 継続実施

R7 継続実施

R
4
年
度
実
施
状
況

取
組
内
容

取 組 状 況

　新型コロナウイルス感染症拡大予防の取り組みの一環として、分散勤務・時差出
勤・在宅ワークの取組を推進している。
　また、庁内においてはwifiの整備により、職員が自席以外でも仕事ができる環境を
整えている。
　令和3年8月には、正規職員（再任用職員、任期付職員含む）を対象に勤務時間及
び休憩時間等に関するアンケートを実施し、職員自身の働き方に対する関心を喚起
した。

取組が遅延又は未着手
の場合は、その理由

-

年
度
目
標

（目標に対する）結　果
令和4年度の時間外時間数は50,875時間であり、目標指標ベースの時間数49,985
時間と比較すると、890時間の増加。

目標を下回った理由
新型コロナウイルス感染症対策により時間外が時間増加が一つの要因ではある
が、全庁的な時間外の縮減意識を醸成できていないのが主な要因であると考える。

備　　　　考

効　

果　

額

見込み －

実　績 -

実績が見込みを下回った理
由

-

効果額算出方法等 -
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